
 
 

○災害時拠点強靱化緊急促進事業補助金交付要綱 

 

改正案 現行 

平成 26 年４月１日 

国住街第１６６号 

国土交通省住宅局長通知 

 

第１ 通則 

災害時拠点強靱化緊急促進事業に係る国の補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付等に関しては、補助金等に係る予算執行の適正化に関する法

律（昭和 30 年法律第 179 号）及び災害時拠点強靱化緊急促進事業制度要

綱（平成 26 年４月１日付国住街第 165 号。以下「制度要綱」という。）そ

の他関係通知に定めるところによるほか、この要綱に定めるところによ

る。 

 

第２ 定義 

この要綱における用語の定義は、それぞれ制度要綱第２に定めるところ

による。 

 

第３ 補助金の額 

１ 事業主体が地方公共団体の事業にあっては、次に掲げる費用を合計し

た額の２分の１以内の額とし、事業主体が民間事業者等の事業にあって

は、次に掲げる費用を合計した額の３分の２以内で、かつ、地方公共団

体が民間事業者等に補助する額に２を乗じて得た額以内の額とする（た

だし、建築物の躯体工事（原則として建築確認申請を伴うもの）を伴う

ものに限る）。 

一 退避施設（受入スペース）の整備に要する費用 

帰宅困難者等の円滑な受け入れのため付加的に必要となるスペー
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災害時拠点強靱化緊急促進事業に係る国の補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付等に関しては、補助金等に係る予算執行の適正化に関する法

律（昭和 30 年法律第 179 号）及び災害時拠点強靱化緊急促進事業制度要

綱（平成 26 年４月１日付国住街第 165 号。以下「制度要綱」という。）そ

の他関係通知に定めるところによるほか、この要綱に定めるところによ

る。 

 

第２ 定義 

この要綱における用語の定義は、それぞれ制度要綱第２に定めるところ

による。 

 

第３ 補助金の額 

１ 地方公共団体が実施する事業にあっては、次に掲げる費用を合計した

額の２分の１以内の額とし、民間事業者等が実施する事業にあっては、

次に掲げる費用を合計した額の３分の２以内で、かつ、地方公共団体が

民間事業者等に補助する額に２を乗じて得た額以内の額とする。 

 

 

一 受入スペースの整備に要する費用 

帰宅困難者等の円滑な受け入れのため付加的に必要となるスペー
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スを区画する工事及び当該スペースに至る経路の段差解消等の工事

に要する費用（専ら帰宅困難者等を受け入れるためのスペースを付加

的に整備する場合にあってはその工事に要する費用を含む。） 

二 防災備蓄倉庫の整備に要する費用 

帰宅困難者等の受入に伴い付加的に必要となる防災備蓄倉庫の工

事に要する費用 

三 受入関連施設の整備に要する費用 

帰宅困難者等の受入に伴い付加的に必要となる非常用発電機、耐震

性貯水槽、防災井戸、マンホールトイレ、非常用通信・情報提供施設

等の施設を設置するための工事に要する費用（付随して必要となる設

備配管等の整備費を含み、災害拠点病院にあっては、大量の負傷者を

受け入れた際に、廊下や外来受付スペース等においても治療が行える

ようにするために必要な酸素吸入配管等の整備費を含む。） 

２ 前項各号に掲げる施設・設備については帰宅困難者受入用と通常在館

者用を別々に整備することを要しないが、その整備費については、帰宅

困難者等と通常在館者の人数比で按分することにより算出することを

基本とする。 

 

第４ 補助金の交付の申請 

１ 補助金の交付の申請をしようとする補助事業者は、災害時拠点強靭化

緊急促進事業に係る補助金交付申請書を地区又は工区別に作成しなけ

ればならない。 

２ 災害時拠点強靭化緊急促進事業に係る補助事業の実施が複数年度に

わたる場合には、前１項に準じて毎年度補助金交付申請書を作成しなけ

ればならない。 

 

 

 

スを区画する工事及び当該スペースに至る経路の段差解消等の工事

に要する費用（専ら帰宅困難者等を受け入れるためのスペースを付加

的に整備する場合にあってはその工事に要する費用を含む。） 

二 備蓄倉庫の整備に要する費用 

帰宅困難者等の受入に伴い付加的に必要となる備蓄倉庫の工事に

要する費用 

三 受入関連設備の整備に要する費用 

帰宅困難者等の受入に伴い付加的に必要となる発電設備・蓄電池、

貯水槽・防災井戸、マンホールトイレ、非常用照明設備・通信設備等

の設備を設置するための工事に要する費用（付随して必要となる設備

配管等の整備費を含み、災害拠点病院にあっては、大量の負傷者を受

け入れた際に、廊下や外来受付スペース等においても治療が行えるよ

うにするために必要な酸素吸入配管等の整備費を含む。） 

２ 前項各号に掲げる施設・設備については帰宅困難者受入用と通常在館

者用を別々に整備することを要しないが、その整備費については、帰宅

困難者等と通常在館者の人数比で按分することにより算出することを

基本とする。 

 

第４ 補助金の交付の申請 

１ 補助金の交付の申請をしようとする者は、都道府県知事に補助金交付

申請書を提出しなければならない。 

 

２ 都道府県知事は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係

る補助金の交付が法令及び予算で定めるところに違反せず、補助金の目

的及び内容に適合し、金額の算定に誤りがないかどうか、その記載事項

に不備又は不適当なものがないかどうか等を審査し、補助金を交付すべ

きものと認めたときは、補助金交付申請報告書（以下、「報告書」とい

う。）に補助金交付申請書を添付し、地方整備局長等（地方整備局長、北
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海道開発局長、沖縄総合事務局長をいう。以下同じ。）に提出しなければ

ならない。 

３ 地方整備局長等は、都道府県知事から前項の規定により報告書を受け

たときは、補助金交付申請進達書に報告書を添付し、国土交通大臣（以

下「大臣」という。）に提出しなければならない。 

４ 補助事業の実施が複数年度にわたる場合には、前３項に準じて毎年度

補助金交付申請書を作成しなければならない。 

 

第５ 補助金の交付の決定等 

大臣は、第４第３項の規定による補助金交付申請書等の提出があったと

きは、審査の上、補助金の交付の決定を行い、その決定の内容及びこれに

条件を附したときにはその条件を補助金の交付の申請をした者に通知す

るものとする。 

 

第６ 申請の取下げ 

１ 第４第１項の申請を行った者は、補助金の交付の決定があった後、事

情の変更等により特別な事由が生じたため、当該決定の取消しを申請し

ようとする場合は、補助金交付決定取消申請書を都道府県知事に提出し

なければならない。 

２ 都道府県知事は、交付決定の取消しの申請があったときは、第４第２

項の規定に準じて補助金交付決定取消申請報告書（以下、「取消申請報

告書」という。）を提出しなければならない。 

３ 地方整備局長等は、取消申請報告書の提出があったときは、第４第３

項の規定に準じて補助金交付決定取消申請進達書を提出しなければな

らない。 

４ 前３項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補

助金の交付の決定は、なかったものとみなす。 
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第５ 事業内容の変更 

１ 国土交通大臣の承認を要しない事業内容の軽微な変更は、次の各号に

掲げる変更で、補助金の額に変更を生じないものとする。 

一 工事施行箇所の変更で工事の重要な部分に関するもの以外のもの 

二 施設の構造及び工法の変更のうち工事の重要な部分に関するもの

並びに規模の変更で、補助金の交付の決定の基礎となった設計（変更

設計を含む。）に基づく工事の程度を著しく変更するもの以外のもの 

三 本工事費、附帯工事費の工種別の金額の３割（当該工種別の金額の

３割に相当する金額が 9,000 千円以下であるときは 9,000 千円）又は

30,000 千円を超える変更以外のもの 

四 その他大臣が認めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 事業内容の変更 

１ 補助金の交付決定額の変更又は補助事業（補助金を充てて実施する事

業をいう。以下同じ。）の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようと

する事業主体は、補助金交付決定変更申請書に変更工事設計書を添え

て、第４第１項の規定に準じて提出しなければならない。 

２ 都道府県知事は、補助金の交付決定の変更の申請があったときは、第

４第２項の規定に準じて補助金交付決定変更申請報告書（以下、「変更

申請報告書」という。）を提出しなければならない。 

３ 地方整備局長等は、都道府県知事から前項の規定により変更申請報告

書を受けたときは、第４第３項の規定に準じて補助金交付決定変更申請

進達書を提出しなければならない。 

４ 第１項の軽微な変更は、次の各号に掲げる変更で、補助金の額に変更

を生じないものとする。 

一 工事施行箇所の変更で工事の重要な部分に関するもの以外のもの 

二 施設の構造及び工法の変更のうち工事の重要な部分に関するもの

並びに規模の変更で、補助金の交付の決定の基礎となった設計（変更

設計を含む。）に基づく工事の程度を著しく変更するもの以外のもの 

三 本工事費、附帯工事費の工種別の金額の３割（当該工種別の金額の

３割に相当する金額が 9,000 千円以下であるときは 9,000 千円）又は

30,000 千円を超える変更以外のもの 

四 その他大臣が認めるもの 

 

第８ 状況の報告 

大臣は、必要があると認められるときは、都道府県又は指定都市に対し、

都道府県知事は、市町村（指定都市を除く。）又は民間事業者等に対し、補

助事業の進行状況に関する報告を求め、又はその進行状況を調査すること

ができる。 
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第６ 都道府県知事の指導監督 

１ 指導監督事務 

都道府県知事は、補助事業の円滑な実施を図るため、補助事業者である

市町村に対し必要な指示を行い、報告書の提出を命じ、又は実地に検査し

なければならない。 

２ 指導監督事務費 

国は、都道府県知事が行う前項の指導監督に要する費用として、当該年

度における当該都道府県の区域内で行う災害時拠点強靱化緊急促進事業

に要する費用に 100 分の 3.0 以内において国土交通大臣が定める率を乗

じて得た額に相当する額を都道府県に交付することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９ 都道府県知事の指導監督 

１ 指導監督事務 

都道府県知事は、補助事業の円滑な実施を図るため、補助事業者に対し

必要な指示を行い、報告書の提出を命じ、又は実地に検査しなければなら

ない。 

２ 指導監督事務費 

国は、都道府県知事が行う前項の指導監督に要する費用として、当該年

度における当該都道府県の区域内で行う災害時拠点強靱化緊急促進事業

に要する費用に100分の3.0以内において国土交通大臣が定める率を乗じ

て得た額に相当する額を都道府県に交付することができる。災害時拠点強

靱化緊急促進事業の運営は、この要綱に定めるところによるほか、別に定

める災害時拠点強靱化緊急促進事業補助金交付要綱及び関係局長通知に

よるものとする。 

 

第１０ 実績の報告等 

１ 事業主体は、補助事業が完了したときは、補助事業の完了の日から起

算して１箇月を経過した日又は補助事業の完了の日の属する会計年度

の翌年度の４月 10 日のいずれか早い日までに、実績報告書を大臣に提

出しなければならない。また、補助金の交付の決定に係る国の会計年度

が終了した場合も、その翌年度の４月 10 日までに、当該実績報告書を

都道府県知事、地方整備局長等を通じて大臣に提出しなければならな

い。 

２ 事業主体は、前項の場合において、やむを得ない事由によりその提出

が遅延する場合には、あらかじめ大臣の承認を受けなければならない。 

 

第１１ 補助金の額の確定 

大臣は、第１０第１項の実績報告書の提出を受けた場合においては、そ

の内容の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補
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第７ 全体設計の承認 

１ 補助事業者は、当該補助事業に係る建設工事が複数年度にわたり、か

つ、当該複数年度にわたり補助金の交付を受けようとする場合には、初

年度の補助金の交付の申請までに、全体設計承認申請書に当該建設工事

に係る事業費の総額及び補助事業の完了の予定期日等を添付して、住宅

局長に提出しなければならない。なお、当該建設工事に係る事業費の総

額を変更する場合も同様とする。 

２ 住宅局長は、全体設計承認申請書を受理し、審査の上適当と認めた場

合は、当該全体設計を承認し、全体設計の承認を申請した者に通知する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付された条件に適

合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべ

き補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

第１２ 全体設計の承認 

１ 事業主体は、当該補助事業に係る建設工事が複数年度にわたる場合に

は、初年度の補助金の交付の申請までに、当該建設工事に係る事業費の

総額及び補助事業の完了の予定期日等について、全体設計承認申請書を

都道府県知事、地方整備局長等を通じて大臣に提出することができる。

なお、当該建設工事に係る事業費の総額を変更する場合も同様とする。 

 

２ 大臣は、全体設計承認申請書を受理し、審査の上適当と認めた場合は、

当該全体設計を承認し、全体設計の承認を申請した者に通知するものと

する。 

 

第１３ 補助金の支払い 

１ 補助金は、第１１の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に

支払うものとする。ただし、必要があると認められる経費については、

概算払いをすることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払いを受けようとすると

きは、支払い請求書を都道府県知事、地方整備局長等を通じて大臣に提

出しなければならない。 

 

第１４ 交付決定の取消等 

次の各号のいずれかに該当するときは、大臣は、補助事業者に対して、

補助金の全部若しくは一部を交付せず、その交付を停止し、又は交付した

補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

一 事業主体が補助金交付の条件に違反した場合 
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第８ 経理書類の保管 

補助事業者は、補助事業に要した費用について他の経理と明確に区分

し、その収入及び支出の内容を記載した帳簿を備え、その収入及び支出に

関する証拠書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を

受けた年度終了後５年間保存しておかなければならない。 

 

第９ 書類の様式及び提出方法 

１ 書類の様式は、別に定めるとおりとする。 

２ 前項に規定する書類のうち事業主体が申請又は報告等すべきものに

ついては、大臣に２部提出するものとする。 

 

第１０ 運営 

補助金の交付等に関しては、次の各号に定めるところにより行わなけれ

ばならない。 

一～七 （略） 

 

附則 

第１ 施行期日 

この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 

 

附則 

二 事業主体が補助事業に関して不正、怠慢、虚偽その他不適当な行為

をした場合 

三 交付の決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一

部を継続する必要がなくなった場合 

四 前３号に掲げる場合のほか、事業主体が補助金の交付の決定の内容

その他法令又はこれに基づく大臣の処分に違反した場合 

 

第１５ 経理書類の保管 

補助事業者は、補助事業に要した費用について他の経理と明確に区分

し、その収入及び支出の内容を記載した帳簿を備え、その収入及び支出に

関する証拠書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を

受けた年度終了後５年間保存しておかなければならない。 

 

第１６ 書類の様式及び提出方法 

１ 書類の様式は、別に定めるとおりとする。 

２ 前項に規定する書類のうち事業主体が申請又は報告等すべきものに

ついては、大臣に２部提出するものとする。 

 

第１７ 運営 

補助金の交付等に関しては、次の各号に定めるところにより行わなけれ

ばならない。 

一～七 （略） 

 

附則 

第１ 施行期日 

この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 



改正案 現行 

第１ 施行期日 

改正後の要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

 

第２ 経過措置 

平成29年度末までに着手する災害時拠点強靭化緊急促進事業については、

なお従前の例によることができる。 

 


